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平成１４年９月期  個別財務諸表の概要            
平成１４年１１月１９日 

 

上 場 会 社 名   東北化学薬品株式会社               登録銘柄 
コ ー ド 番 号           ７４４６                             本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）           青森県 
問 合 せ 先          責任者役職名 取締役経理部長       

          氏    名 木村 諄光             ＴＥＬ(０１７２)３３－８１３１ 

決算取締役会開催日  平成１４年１１月１９日       中間配当制度の有無  有  

定時株主総会開催日  平成１４年１２月１９日       単元株制度採用の有無 有（1単元 1000 株） 

 

１．１４年９月期の業績（平成１３年１０月１日～平成１４年９月３０日） 

(1) 経営成績             (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円   ％

１６，７６３(△５．５)

１７，７３４（△２．３）

百万円   ％

３７７ (△７．７) 

  ４０９（△７．８）

百万円   ％

４０２(△８．８)

４４１(△４．７）

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円   ％ 

２０５ ( ２３．８) 

１６５（  ４．１） 

円 銭

４４  ８９

３６  ２５

円 銭

―  ― 

―  ― 

％

５．５

４．６

％ 

５．０ 

５．５ 

％

２．４

２．５

 

(注) 1．期中平均株式数   １４年９月期 ４,５６９,０５２株 １３年９月期４,５７０,０００株 

   2．会計処理の方法の変更   無  

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率  

 
１４年９月期 

１３年９月期 

円 銭 

１５ ００ 

１５ ００ 

円 銭

０ ００

０ ００

円 銭

１５ ００

１５ ００

百万円

６８

６８

％ 
３３．４ 

  ４１．４ 

％

１．８

１．９

 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  

 
１４年９月期 

１３年９月期 

百万円 

８，０８９ 

８，１８２ 

百万円

３，８１１

３，６７６

％ 

４７．１ 

４４．９ 

円  銭
８３４  ２５

８０４  ５８

 

(注)１．期末発行済株式数   １４年９月期 ４,５６８,８００株 １３年９月期４,５７０,０００株 
  ２．期末自己株式数    １４年９月期     １,２００株 (１３年９月期     ４００株) 

２．１５年９月期の業績予想（平成１４年１０月１日～平成１５年９月３０日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末   
 

中 間 期 

通  期 

百万円 

８，８００ 

１７，６００ 

百万円

２２０

４２０

百万円

１１０

２１０

円 銭

０ ００
 ―  ―

  円 銭 
―  ― 
１５ ００ 

円 銭 
―  ― 
１５ ００

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）４５円９６銭 

 

 

 



 

19 

１．個別財務諸表等 

（１）貸 借 対 照 表 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
（平成 1４年９月３０日現在）

前       期 
（平成１３年９月３０日現在） 

増 減 （ △） 期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金  額 

（資 産 の 部）   ％  ％ 

Ⅰ流 動 資 産      

１ 現 金 及 び 預 金 ※２ ２７４，０５６
 

５８９，８９９  △３１５，８４２

２ 受  取  手  形  ６５９，００８
 

６５０，９１４  ８，０９３

３ 売 掛 金  ３，８５５，６０４  ３，８４６，８６８  ８，７３６

４ 商 品  ４７０，８４１  ４８６，８５４  △ １６，０１２

５ そ の 他  ７６，４９４  ７８，９１３  △  ２，４１９

 貸 倒 引 当 金  △１３，３８２  △ ２１，９７６  ８，５９４

 流 動 資 産 合 計  ５，３２２，６２４ 65.8 ５，６３１，４７４ 68.8 △３０８，８５０

Ⅱ固 定 資 産      

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１    

１ 建 物  ４７０，１１４  ４４５，４５９  ２４，６５５

２ 土 地 ※２ １，１９５，３０９  １，０７９，０６５  １１６，２４４

３ そ の 他  １５１，５５１  １０１，６７３  ４９，８７８

 有形固定資産合計  １，８１６，９７６ 22.5 １，６２６，１９８ 19.9 １９０，７７７

(2) 無 形 固 定 資 産  ７，６８５ 0.1 ７，８４１ 0.1 △    １５６

(3) 投資その他の資産      

１ 差 入 保 証 金  ４０９，６０７  ４０２，７９６  ６，８１１

２ 投 資 有 価 証 券  ３２３，７５２  ２９５，５４０  ２８，２１２

３ そ の 他  ２１４，０４２  ２２０，７９１  △  ６，７４９

 貸 倒 引 当 金  △  ４，９８０  △  １，９４２  △  ３，０３７

 投資その他の資産合計  ９４２，４２２ 11.6 ９１７，１８６ 11.2 ２５，２３６

 固 定 資 産 合 計  ２，７６７，０８３ 34.2 ２，５５１，２２６ 31.2 ２１５，８５７

 資 産 合 計  ８，０８９，７０７ 100.0 ８，１８２，７００ 100.0 △９２，９９２
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（単位：千円 千円未満切捨） 

当        期 
（平成１４年９月３０日現在）

前       期 
（平成１３年９月３０日現在） 

増 減 （ △） 期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金   額 

（負 債 の 部）   ％  ％ 

Ⅰ流 動 負 債      

１ 支 払 手 形  ４８４，９０２  ７４４，７８０  △ ２５９，８７７

２ 買 掛 金  ２，９１５，１２６  ３，３３６，１９２  △ ４２１，０６６

３ 短 期 借 入 金  ５２０，０００  －  ５２０，０００

４ 未 払 法 人 税 等  ８２，９３８  ９５，７７０  △  １２，８３１

５ 賞 与 引 当 金  ３２，０００  ３３，０００  △   １，０００

６ そ の 他  ６７，５４４  １０５，７４４  △  ３８，２００

 流 動 負 債 合 計  ４，１０２，５１１ 50.7 ４，３１５，４８８ 52.7 △ ２１２，９７６

Ⅱ固 定 負 債    

 退 職 給 付 引 当 金  ６６，７２２ ８６，０７１  △  １９，３４９

 役員退職慰労引当金  １０８，９６１ １０４，２２７  ４，７３４

 固 定 負 債 合 計  １７５，６８３ 2.2 １９０，２９８ 2.3 △  １４，６１４

 負 債 合 計  ４，２７８，１９５ 52.9 ４，５０５，７８６ 55.1 △ ２２７，５９１

（資 本 の 部）      

Ⅰ資   本   金  － ７５３，７００ 9.2 △ ７５３，７００

Ⅱ資 本 準 備 金  － ８１４，４００ 10.0 △ ８１４，４００

Ⅲ利 益 準 備 金  － ９８，０００ 1.2 △  ９８，０００

Ⅳそ の 他 の 剰 余 金     

(1) 任 意 積 立 金     

  別 途 積 立 金  －  １，７４５，０００  △１，７４５，０００

(2) 当 期 未 処 分 利 益  －  ２２９，８７９  △ ２２９，８７９

 その他の剰余金合計  － １，９７４，８７９ 24.1 △１，９７４，８７９

Ⅴその他有価証券評価差額金 ※３ － ３５，９３４ 0.4 △  ３５，９３４

 資 本 合 計  － ３，６７６，９１３ 44.9 △３，６７６，９１３

 負 債 ・ 資 本 合 計  － ８，１８２，７００ 100.0 △８，１８２，７００

    

Ⅰ資   本   金  ７５３，７００ 9.3 －  ７５３，７００

Ⅱ資 本 剰 余 金    

 資 本 準 備 金  ８１４，４００ 10.1 －  ８１４，４００

Ⅲ利 益 剰 余 金    

 利 益 準 備 金  １０５，０００ －  １０５，０００

 任 意 積 立 金    

  別 途 積 立 金  １，８３５，０００ －  １，８３５，０００

 当 期 未 処 分 利 益  ２６９，４４１ －  ２６９，４４１

 利 益 剰 余 金 合 計  ２，２０９，４４１ 27.3 －  ２，２０９，４４１

Ⅳその他有価証券評価差額金  ３４，５８８ 0.4 －  ３４，５８８

   ３，８１２，１３０ －  ３，８１２，１３０

Ⅴ 自 己 株 式  △    ６１７ 0.0 －  △     ６１７

 資 本 合 計  ３，８１１，５１２ 47.1 －  １３４，５９８

 負 債 ・ 資 本 合 計  ８，０８９，７０７ 100.0 －  △  ９２，９９２
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（２）損 益 計 算 書 
                               （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
自平成１３年１０月１日 

至平成１４年９月３０日 

前       期 
自平成１２年１０月１日 

至平成１３年９月３０日 
増 減 （ △ ） 

期  別 

 

 

科  目 金    額 百 分 比 金   額 百分比 金   額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  １６，７６３，０４９ 100.0 １７，７３４，９４５ 100.0 △ ９７１，８９６

Ⅱ 売 上 原 価  １４，８４４，８９１ 88.6 １５，７５３，７９５ 88.8 △ ９０８，９０３

 売 上 総 利 益  １，９１８，１５８ 11.4 １，９８１，１５０ 11.2 △  ６２，９９２

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １，５４０，３１７ 9.2 １，５７１，９１６ 8.9 △  ３１，５９９

 営 業 利 益  ３７７，８４０ 2.2 ４０９，２３４ 2.3   △  ３１，３９３

Ⅳ 営 業 外 収 益  ２６，７０４ 0.2 ３３，４８９ 0.2 △   ６，７８４

Ⅴ 営 業 外 費 用  １，７７３ 0.0 １，３２１ 0.0 ４５１

  経 常 利 益  ４０２，７７１ 2.4 ４４１，４０２ 2.5 △  ３８，６３０

Ⅵ 特 別 損 失 ※1 ９，２８８ 0.1 ９５，５１１ 0.5 △  ８６，２２２

 税 引 前 当 期 純 利 益  ３９３，４８２ 2.3 ３４５，８９０ 2.0 ４７，５９１

 法人税、住民税及び事業税  １８３，３４６ 1.1 ２００，４９１ 1.1 △  １７，１４４

 法 人 税 等 調 整 額  ５，０２９ 0.0 △  ２０，２４９ △0.1 ２５，２７９

 当 期 純 利 益  ２０５，１０６ 1.2 １６５，６４９ 1.0 ３９，４５６

 前 期 繰 越 利 益  ６４，３３５ ６４，２２９  １０５

 当 期 未 処 分 利 益  ２６９，４４１ ２２９，８７９  ３９，５６２
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（３）利 益 処 分 案 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当      期 
自平成１３年１０月１日

至平成１４年９月３０日

前      期 
自平成１２年１０月１日 

至平成１３年９月３０日 
増減（△） 

 

金       額 金       額 金    額 

 当 期 未 処 分 利 益  ２６９，４４１ ２２９，８７９ 

 これを次のとおり処分します   

 利 益 準 備 金  － ７，０００ △ ７，０００

 利 益 配 当 金  ６８，５３２ ６８，５４４ △    １２

 役 員 賞 与 金  ５，０００ － ５，０００

 任 意 積 立 金   

  別 途 積 立 金  １２５，０００ ９０，０００ ３５，０００

 次 期 繰 越 利 益  ７０，９０９ ６４，３３５ ６，５７４
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重要な会計方針 
１有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本 

直入法により処理） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

総平均法による原価法 

  

３固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基

準によっております。 

ただし、平成 10 年度の税制改正に伴い、平成 10 年 4月 1 日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法 

(２)無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）は、社内における見込利用可能期間（5 年）によ

る定額法 

(３)長期前払費用 

均等償却 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基

準によっております。法人税法の規定する方法と同一の基準による均等償却法

  

４引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 (２)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

 (３)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金

資産に基づき、当会計年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

 (４)役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出にそなえるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。この引当金は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であ

ります。 

  

５リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

６その他の財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

追加情報 
（貸借対照表） 

１．前会計年度まで流動資産に掲記しておりました「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により当会計年度より資本に

対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 

   なお、前会計年度は流動資産の「その他」に含まれており、その金額は、２８５千円であります。 

 

２．財務諸表等規則の改正により当会計年度から「資本準備金」は「資本剰余金」の内訳と「利益準備金」「任意積立金」

「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内訳として表示しております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

                            （単位：千円 千円未満切捨） 

当期 前期 

（平成１４年９月３０日現在） （平成１３年９月３０日現在） 

※1 有形固定資産の 

減価償却累計額 

７３７，４３０ ※1 有形固定資産の 

減価償却累計額 

７０２，９３３

      

※2 担保に供している資産 ※2 担保に供している資産 

 預 金 ５，０００  預 金 １０，０００

 投 資 有 価 証 券 ２３，０７８  投 資 有 価 証 券 ２１，４６７

 土      地 ５３，５３４  土      地 ５３，５３４

 計 ８１，６１２  計 ８５，００１

※3 商法第 290条第 1項第 6号に規定されている

時価を付したことにより増加した純資産の

額は、３４，５８８千円であります｡ 

※4 商法第 290条第 1項第 6号に規定されている

時価を付したことにより増加した純資産の

額は、３５，９３４千円であります｡ 

 

（損益計算書関係） 

                              （単位：千円 千円未満切捨） 

当期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

前期 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

※1 特別損失の主要項目 ※1 特別損失の主要項目 

 固定資産除却損 ７９２  固定資産除却損 ２，４１０

 固定資産売却損 ２０２  投資有価証券評価損 ５００

 投資有価証券評価損 ７，２９４  会員権評価損 ２，１７４

 会員権評価損 １，０００  過年度役員退職慰労引

当金繰入額 

９０，４２７
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（リース取引関係） 

当期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

前期 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 取得価額

 

相 当 額

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

什器備品 

千円

286,914

千円 

150,369 

千円

136,545

合計 286,914 150,369 136,545
 

 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

什器備品

千円 

261,606 

千円 

108,447 

千円

153,159

車両運搬具 7,290 6,972 317

合 計 268,896 115,419 153,477
 

１． 未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内          55,015 千円 

１  年  超          81,530 千円 

  計             136,545 千円 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内          50,970 千円 

１  年  超          102,507 千円 

  計             153,477 千円 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

３．当期の支払リース料及び（減価償却費相当額） 

支払リース料            53,735 千円 

  （減価償却費相当額） 

３．当期の支払リース料及び（減価償却費相当額） 

支払リース料          46,898 千円 

  （減価償却費相当額） 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内            8,125 千円 

１  年  超            20,125 千円 

      計                28,250 千円 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内         8,826 千円 

１  年  超         15,681 千円 

計            24,507 千円 

６．転貸リース取引 

未経過リース料（受取） 

１  年  内             2,310 千円 

１  年  超            ―  

      計                 2,310 千円 

未経過リース料（支払） 

１  年  内             2,310 千円 

１  年  超            ―  

      計                 2,310 千円 

 

６．転貸リース取引 

未経過リース料（受取） 

１  年  内            4,620 千円 

１  年  超             2,310 千円 

        計                6,930 千円 

未経過リース料（支払） 

１  年  内             4,620 千円 

１  年  超             2,310 千円 

       計                6,930 千円 
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（有価証券） 

 ※当連結会計年度に係る｢有価証券｣（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）に関する注記については、連

結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  なお、当事業年度（自 平成１３年１０月１日 至 平成１４年９月３０日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

          

（税効果会計関係） 

当期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

前期 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認                    6,877 千円 

   賞与引当金繰入限度超過額      9,315 千円 

   その他                144 千円 

繰延税金資産合計          16,337 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金          27,849 千円 

   役員退職慰労引当金         45,480 千円 

   その他               2,460 千円 

  繰延税金資産合計                   75,790 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金     24,780 千円 

  繰延税金資産純額          51,010 千円 

  繰延税金資産合計          67,347 千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認            8,026 千円 

   賞与引当金繰入限度超過額       6,847 千円 

   その他                 873 千円 

繰延税金資産合計            15,747 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金            35,926 千円 

   役員退職慰労引当金          43,504 千円 

   その他                1,980 千円 

  繰延税金資産合計                   81,411 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金       25,745 千円 

  繰延税金資産純額            55,666 千円 

  繰延税金資産合計            71,413 千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

   法定実効税率                  41.7％ 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9％ 

   住民税均等割                          2.5％ 

   その他                             △0.4％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率     47.7％ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

  法定実効税率                     41.7％ 

（調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない項目     5.2％ 

  住民税均等割                             2.8％ 

  その他                                  2.4％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率      52.1％ 

 

  ２．役員の異動 
 

（平成１４年１２月１９日予定） 
 

新任取締役候補 
     取締役仙台支店長           今 政弘 （現 仙台支店長） 
 


